
新型コロナウイルスの感染拡大に伴って渡航制限の導入や国境の封鎖が行われたことにより、陸・海・空の物
流に寸断が発生した。この物流の寸断は、サプライチェーンの寸断につながり、各国の生産活動を停滞させ、そ
の結果、貿易活動を縮小させることとなった。
物流の寸断の要因としては、まず感染の抑止のための外出制限や移動の制限が挙げられる。さらに、国境を通
過する貿易においては、税関、検疫において感染の有無を確認するプロセスが導入されるなど、従来以上の時間
を要する場面も存在した。物流の形態別に見れば、陸上輸送においては一部の道路・線路の封鎖、海上輸送にお
いては一部の港湾の封鎖、航空輸送においては特に旅客機の運航数の減少が影響した。
世界の物流は、貿易量（トン）ベースでは、国際貿易の大半が海上輸送により担われている一方、貿易金額ベー
スでは航空運送が多く活用されている。例えば、貿易金額ベースでは、日本の場合は約 4割、米国の場合は約 3
割が航空輸送を活用している。これは、付加価値の高い製品の生産については、国際的な分業が拡大するととも
に、航空輸送の利用による運送が増加することに起因する。また、海上輸送に比べて輸送日数が短い航空輸送を
用いることでジャスト・イン・タイムの生産体制の形成が促進された。
また、海上輸送や空運輸送で国境を越える前においても国境を越える後においても、トラック輸送や鉄道輸送、
更に倉庫といった国内の陸上輸送を経ないと物流は完結しない。このため、経済全体で見ると物流コストの多く
を占めるのは陸上輸送と倉庫である。ただし、多くの産業が様々な輸送手段を用いて資材を調達し、各産業が相
互につながっていることから、陸上輸送、倉庫、海上輸送、航空輸送のいずれか一つが欠けてもサプライチェー
ンは混乱する。
新型コロナウイルス感染拡大の局面においては、サプライチェーンが寸断される中で、陸路や海運を回避して
空輸での輸送を行うなどの代替も見られたが、それも補完的な役割にとどまるものであり、通常の物流網を維持
するには至らなかった。
サプライチェーンの冗長性の観点からは、生産拠点にとどまらず、その生産拠点間を円滑につなぐことや、製
品を消費地へと輸送をする物流網の把握が重要な課題として存在する。

1．新型コロナウイルス感染拡大による陸上輸送への影響

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、世界の陸上輸送は移動制限や輸送の人員不足、国境を越える検疫
などにより遅延が発生することとなった。
まず 2020 年 2 月から 3月にかけて、中国におけるロックダウン、高速道路の封鎖、運転手の不足などを通じ
て陸上輸送の停滞が見られた。国境を越える陸上輸送の停滞も発生しており、4月中旬時点でもベトナム・中国
国境においてトラックが滞留する状況は継続した。
3月中旬以降には欧州、米国の各地においてもロックダウンや移動制限が行われる中で陸上輸送の遅延が見ら
れた。欧州においては、荷物やトラック運転手の国境通過自体は認められるものの国境の検問が設けられたこと
により、トラックが国境を通過する時間が長時間化した。3月上旬には平均 1時間以下であった国境通過時間が、
3月末には 2時間超となることも見られた 12（第Ⅱ-1-3-1 図）。その後、国境を通過する時間は徐々に正常化に向
かったものの、4月中旬時点でも、国境通過に 1時間超を要する地点がポーランド国境やスイス国境において多
く存在していた（第Ⅱ-1-3-2 図）。

12	 Baldwin and Freeman （2020）。
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ドイツにおけるトラック貨物の走行距離数は 3月後半から 4月中旬にかけて減少し、4月中旬のイースター前
後には前年を 4割以上も下回ることとなった 13。しかし、4月後半以降は、外出規制が緩やかに緩和されたことに
伴い、回復に転じた（第Ⅱ-1-3-3 図）。

13	 2020 年 4 月 29 日付 FT “European economies show early signs of post-lockdown rise in activity”。
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備考：赤は 1時間超、オレンジは 30 分～60 分、緑は通常通り～30 分。
資料：Sixfold を元に作成。

第Ⅱ-1-3-2 図　欧州域内におけるトラック貨物運送の国境通過時間（3 月 16 日時点）

資料：�Sixfold、Baldwin, Freeman ”Supply chain contagion waves: Thinking ahead on 
manufacturing ‘contagion and reinfection’ from the COVID concussion” を参考に作成。
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日本国内においてはオンライン消費の活性化に伴っ
て配送需要は拡大したものの、外出自粛などに伴い経
済活動が停滞することで財の運送の需要は低下し、運
送業の活動の低下が見られた。電子商取引を支える宅
配貨物運送業の活動指数は2月に前月比1.3％上昇し、
3月に前月比 3.0％上昇、4月も前月比 2.2％上昇となっ
た。一方、一般貨物自動車運送業の活動指数は 2月に
前月比 0.4％上昇、3月に前月比 0.7％上昇となったも
のの、4月に前月比 11.2％低下した。倉庫業の活動指
数は2月に前月比2.8％低下し、3月は前月比1.0％上昇、
4月に前月比 0.4％上昇した（第Ⅱ-1-3-4 図）。このよ
うに、需要に応じて輸送の状況も影響を受けるもので
ある。

2．新型コロナウイルス感染拡大による海上輸送への影響

世界の海上輸送は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴って、需給の両面の影響を受けたことに加え、
検疫強化が進められたことから海上輸送の減少や遅延が見られるようになった。また、サプライチェーン維持の
観点から海運を回避し、空輸を活用することも見られた。
まず、海上輸送への影響は中国における生産の大幅な減少を受けて、中国発着のコンテナ船などの船便が減少
したことに現れた。中国発の米国向けの海上コンテナ輸送量は 3月には前年比で 36％の減少となり、2009 年 2
月以来の低水準を記録した 14。これは、中国において生産が急減するという供給面での要因に加えて、自動車、
資源、アパレルに対する需要が世界的に低迷したことも海上輸送の減少に影響を与えた。

14	 2020 年 4 月 10 日付 LNEWS “ 海上コンテナ輸送量／中国発米国向けがリーマン・ショック時並みに ”。
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備考：�7 日移動平均。
資料：�ドイツ連邦運輸局。
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第Ⅱ-1-3-3 図　ドイツにおけるトラック貨物走行距離数

備考：�第 3次産業活動指数、全産業活動指数は直近系列を用い、2010 年平
均を�100�とした。貿易額は実質輸出指数と実質輸入指数の平均値。
塗りつぶした箇所は東日本大震災、タイ洪水、平成�30�年�7�月豪雨、
新型コロナウイルスの感染拡大。

資料：�経済産業省「第 3次産業活動指数」、「全産業活動指数」、日本銀行「実
質輸出入の動向」から作成。
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さらに、新型コロナウイルス感染拡大への懸念から乗組員の検疫強化が進められたことも、乗組員の確保や交
代が困難となったことにつながった。大型のコンテナ船やバルク船 15の運行は 20 名以内と少人数で運行されて
おり、大規模な感染者数が発生する事態となったクルーズ船、軍艦とは事情が異なるものの、感染拡大を防止す
るという動きの影響を受けたものと考えられる。なお、一部の海運会社においては、海上輸送を維持するため、
乗務員の下船・交代を行わずに航行を続けるという対応を取る事例も見られた 16。
検疫に時間を要することに伴い、輸送時間やコストが上昇したことから、中国で IT製品・同部品や自動車部
品などを生産する企業においては、海上輸送を回避して航空輸送を行うケースも見られた。これは、一時的には
コスト増加となるものの、サプライチェーンの維持を優先した動きと見ることができる。また、中国で製造した
便座を米国に輸送する際、コンテナ船での海上輸送から空輸に一時的に切り替える事例も見られた。
世界の 90 の港湾を対象とした 4月中旬時点の調査によると、約 4割の港湾においてコンテナ船とバルク船の
運行が平時よりも少ない状況であった 17（第Ⅱ-1-3-5 図）。トラック輸送との接続に関しては、トラック輸送が停
止した港湾が約 1割、6～24 時間の遅れが生じた港湾が約 1割、6時間以内の遅延が生じた港湾が約 2割、さら
には生産停止に伴い船舶が荷物を積載しない状態で出港せざるを得ないケースも見られた。2020 年 4 月の国際
定期線運行数では減便数が 66 に上った 18（第Ⅱ-1-3-6 図）。

日本国内においても貿易量の減少から、外航貨物水運業活動指数は 2月に前月比 1.2％低下、3月に前月比 2.7％
上昇、4月に前月比 2.9％低下となった（第Ⅱ-1-3-7 図）。

15	 コンテナ船は、規格化された海上コンテナにより自動車部品や衣料品などを輸送する貨物船。バルク船は、コンテナに梱包されていない
鉱産物、穀物、木材などをばら積みで輸送する貨物船。

16	 検疫強化の流れの中で、一部の海運会社においては 1ヶ月以上に渡って交代を行わないという対応が見られた。乗務員が継続して乗船で
きるのは国際ルールでは最大 12 ヶ月とされる。

17	 2020 年 4 月 16 日付 IAPH-WPSP Port Economic Impact Barometer。
18	 2020 年 4 月 16 日付 OIA Global “COVID-19: Market Updates”、2020 年 5 月 1 日付 Drewry  Cancelled Sailings Tracker
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資料：�Drewry から作成。

第Ⅱ-1-3-6 図　2020 年 4 月の国際定期線運行数
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3．新型コロナウイルス感染拡大による航空輸送への影響

新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けて、3月中旬以降に世界的に旅客運行数が半減した結果、航空貨
物の輸送能力の減少につながった。航空貨物の約 4割は旅客機の貨物室で空輸されるため、旅客運行数が半減し
た結果、航空貨物輸送能力は約 2割の減少となった。この結果、旅客機を用いて輸送される貨物の輸送が困難に
なり、航空運賃が上昇することとなった。また、移動制限や検疫強化に伴って貨物専用の旅客機の航行数自体も
減少している。
世界の貿易のうち重量基準で 9割強が、金額基準で 7割前後を海運が担うが、付加価値の高いスマートフォン、
電子部品、医薬品、医療機器は空輸されることが多い。そのため、航空貨物の輸送能力が減少しても、輸送のニー
ズは存在するため、運賃は上昇しやすくなる。第Ⅱ-1-3-8 図に示した通り、2020 年 3 月末には国際航空貨物量
が前年比で概ね半減した 19。その中で、付加価値の高い財の取引の遅延や、貨物運賃が高騰する例も見られた。
特にアジア太平洋においては、運賃が 3割強上昇し、欧州や北米においても運賃が 2割弱上昇した（第Ⅱ-1-3-9
図）20。
また、日本国内の輸送においても、航空貨物の減便
に伴い、従来は航空輸送された農産物の種や苗がト
ラック輸送に一時的に切り替えられたという事例も見
られた。

19	 2020 年 4 月 1 日 aircargo news “CLIVE Data Services: Airfreight volumes fell 23％ in March”。
20	 2020 年 4 月 13 日付 “March 2020: WorldACD Provisional Data – a world increasingly in lockdown, yet air cargo keeps moving”。
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備考：�第 3次産業活動指数、全産業活動指数は直近系列を用い、2010 年平
均を 100 とした。貿易数量は実質輸出指数と実質輸入指数の平均値。
塗りつぶした箇所は東日本大震災、タイ洪水、平成 30 年 7月豪雨、
新型コロナウイルスの感染拡大。

資料：�経済産業省「第 3次産業活動指数」、「全産業活動指数」、日本銀行「実
質輸出入の動向」から作成。
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第Ⅱ-1-3-7 図　 
日本における貨物水運業の活動指数（第 3 次産業活動
指数）

資料：�CLIVE Data Services。

第Ⅱ-1-3-8 図　2020 年 3 月の国際航空貨物量
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日本国内においては、国際航空貨物運送業の活動指数が 2月に前月比 4.0％上昇、3月に前月比 0.3％低下、4
月に前月比 26.0％低下となった（第Ⅱ-1-3-10 図）。

4．サプライチェーンにおける物流の役割

（1）各物流が有するネットワークの補完性と代替性
新型コロナウイルスの感染が拡大することにより、陸上輸送、海上輸送、航空輸送という物流において停滞が
生じ、その中で、サプライチェーンの途絶が発生した。
様々な輸送手段を用いて資材の調達・製品の販売を行う中で、各産業が物流ネットワークを介して相互依存し
ており、陸上輸送、海上輸送、航空輸送のいずれか一つの輸送手段が欠けてもサプライチェーンは混乱すること
となる 21。特に、生産拠点の集中度が高まる状況においては、物流の遮断がサプライチェーンの途絶へとつなが

21	 Diop （2020）は、幅広い物流の混乱が感染症に脆弱な国、サプライチェーンが複雑な国、都市人口比率の高い地域を中心に大きな影響を
与えると整理している。
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資料：�WorldACD を参考に作成。

第Ⅱ-1-3-9 図　 
2020 年 3 月の地域別の国際航空貨物量と運賃

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

-35% -30% -25% -20% -15% -10% -5% 0%

航空貨物運賃前年比

航空貨物量前年比

アジア太平洋

中東･南アジア

アフリカ

世界

欧州

北米

中南米

備考：�第 3次産業活動指数、全産業活動指数は直近系列を用い、2010 年平
均を 100 とした。貿易数量は実質輸出指数と実質輸入指数の平均値。
塗りつぶした箇所は東日本大震災、タイ洪水、平成 30 年 7月豪雨、
新型コロナウイルスの感染拡大。

資料：�経済産業省「第 3次産業活動指数」、「全産業活動指数」、日本銀行「実
質輸出入の動向」から作成。
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日本における航空貨物運送業の活動指数（第 3 次産業
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りやすい。
それぞれの物流の経路はサプライチェーンにおいて担う役割が異なっており、サプライチェーンのネットワー
クの中で補完性と代替性を有する。
第Ⅱ-1-3-11 図は、中国からベトナムに商品をスポットで輸出する際に要する日数の事例である 22。輸出におい

ては、物流の手配、荷積みや荷下ろし、海上輸送、陸上輸送、そして通関手続き、検査などを含むプロセスが存
在している。中国・ベトナム間の例では、海上輸送では輸送に有する日数が 4日から 5日を要するが、航空輸送
に切り替えることにより輸送に係る日数自体は 1日以内に短縮可能であるものの、物流の手配、荷積みや荷下ろ
し、陸上輸送、通関手続き、検査に要する時間はいずれの輸送手段でも必要となる。このように輸出プロセス全
体を考えた中で必要な手続きは行う必要があるものの、海上輸送と航空輸送は部分的に代替関係にある。

物流活動は景気との連動性も有する。第Ⅱ-1-3-12
図に見るように、世界の航空貨物量と海上貨物量は、
実質 GDP、貿易量に連動して拡大・縮小をする傾向
が見られる。また、海上貨物量は資源の取引量に連動
しやすい。2000 年代半ばまでは新興・途上国の高成
長に伴う資源需要拡大を背景として、海上貨物量が高
い伸びを示していたが、2010 年代は新興・途上国の
成長率が鈍化し、資源の取引量も鈍化したことから海
上貨物量も低い伸びとなった。
また、第Ⅱ-1-3-13 図に見るように、日本の第 3次
産業活動指数における物流活動指数と実質 GDP、貿
易量の間にも連動性が見られる。航空貨物は貿易量と
強く連動する傾向がある一方、トラック輸送は国内需
要を反映する実質GDPと強く連動する傾向がある。

22	 Duval （2015）を参考にした。
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資料：�国連アジア太平洋経済社会委員会
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第Ⅱ-1-3-11 図　中国からベトナムに輸出する際に要する日数の事例（海上輸送）

資料：�ICAO“The World of Air Transport”、UNCTAD“Review of Maritime 
Transport”、IMF World Economic Outlook Database、CPB“World 
Trade Monitor” から作成。
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（2）各物流の補完性
日本において財の貿易活動を行う上では、海上輸送または航空輸送が不可欠である 23。これに加えて、国境を

通過する前段階、後段階のいずれにおいてもトラック輸送や鉄道輸送といった陸上輸送、更に倉庫での保管を経
る。国内取引においても、財の特性に応じて海上輸送や航空輸送を用いるケースもあるものの、陸上輸送がより
重要な役割を担う。
このように、経済活動全体における物流ネットワークの中で最も大きな割合を占めるものが陸上輸送と倉庫で
ある。世界全体では、農林水産業・鉱業・製造業における中間投入費用全体に占める物流費の割合は 4.2％に達
する。このうち最も大きな要素は陸上輸送の費用であり、中間投入費用の 2.7％を占める。次いで倉庫が 0.7％、
水上輸送が 0.5％、航空輸送が 0.2％、郵便が 0.1％となる。
国・地域別に見ると、農林水産業・鉱業・製造業において中間投入費用に占める物流費の比率が高いのはス
ウェーデン（9.8％）、トルコ（8.3％）、オーストラリア（7.6％）、ブラジル（6.6％）、ノルウェー（6.3％）、イン
ド（6.3％）である（第Ⅱ-1-3-14 図）。
一方、農林水産業・鉱業・製造業の中間投入に占める物流の比率が低い国・地域は、台湾（1.2％）、中国（3.0％）、
メキシコ（3.0％）、スイス（3.2％）、インドネシア（3.5％）、韓国（3.5％）である。
水産業の盛んな国、資源国、面積の広大な国において中間投入費用に占める物流費の比率が高く、東アジアや
小国において物流の比率が低いという傾向が見られる。

23	 大陸に位置する国においては鉄道貨物輸送、トラック輸送による財の貿易も可能である
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備考：�第 3 次産業活動指数は直近系列を用い、2007 年以前は旧系列で接続。実質 GDP は 1994 年以降は 2018 年
度国民経済計算年次推計（2011 年基準・2008SNA）の暦年値、2019 年暦年は四半期別GDP速報（2020 年
1-3 月期 2次速報値）の暦年値、1993 年以前は「平成 23 年基準支出側 GDP 系列簡易遡及」を用いた。貿
易数量は実質輸出指数と実質輸入指数の平均値。

資料：�経済産業省「第 3次産業活動指数」、内閣府「国民経済計算」、日本銀行「実質輸出入の動向」から作成。

貿易量 実質GDP 鉄道貨物 トラック貨物 水上貨物 航空貨物

-25%
-20%
-15%
-10%
-5%
0%
5%
10%
15%
20%
25%

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

前年比

第Ⅱ-1-3-13 図　日本の物流活動指数と実質 GDP、貿易量（前年比）



世界全体における農林水産業・鉱業・製造業の各産業別に見ると、中間投入費用に占める物流費の比率が高い
のは非鉄金属（6.8％）、鉱業（6.6％）、紙・パルプ（6.4％）、家具製造（6.1％）、林業（5.9％）、水産（5.3％）で
あり、素材産業や資源・エネルギー産業が多い。一方、中間投入費用に占める物流費の比率が低いのはコンピュー
ター、電子部品（2.3％）、その他輸送機器（2.7％）、機械修理（3.2％）、電気機械（3.4％）、自動車、自動車部品
（3.5％）である（第Ⅱ-1-3-15 図）。
日本の農林水産業・鉱業・製造業において中間投入費用に占める物流費の比率が高いのは、非鉄金属（8.9％）、
鉱業（6.7％）、印刷（6.3％）、紙 ･パルプ（5.9％）、農業（4.9％）、医薬品（4.9％）であり、素材産業と資源 ･エ
ネルギー産業において高い点は世界と共通する。一方、中間投入費用に占める物流費の比率が低いのは自動車、
自動車部品（2.3％）、コンピューター、電子部品（2.7％）、一般機械（2.9％）、電気機械（3.0％）、繊維（3.1％）
である（第Ⅱ-1-3-16 図）。
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備考：�2014 年時点。
資料：�世界産業連関表から作成。
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備考：�2014 年時点。
資料：�世界産業連関表から作成。
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物流に伴う経済活動を評価する際には、主として、搭載する荷物の重量による評価、輸送する荷物の金額によ
る評価の二種類が存在する。サプライチェーンを評価する上では重量、金額の双方ともに重要である。
EUにおいては、重量を基準に見た場合、国内輸送と貿易を含む全ての荷物の輸送に占める輸送手段の割合は
道路（52.8％）、外航水運（30.0％）、鉄道（13.0％）、内航水運（4.1％）の順であり空輸は 0.4％である（第Ⅱ-1-
3-17 図）。
一方、EUと域外の間の貿易においては、重量を基準に見ると、外航水運（78.6％）、パイプライン（12.0％）、
鉄道（3.9％）、道路（3.1％）の順に多くを占めており、空輸は 0.9％に留まる（第Ⅱ-1-3-18 図左）。一方、金額
を基準に見ると、外航水運（50.3％）、空輸（25.5％）、鉄道（3.9％）、自走（2.4％）、パイプライン（2.3％）、道
路（1.4％）の順となり、空輸が 4分の 1超を占める（第Ⅱ-1-3-18 図右）。
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資料：�Eurostat “Freight transport statistics” から作成。
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第Ⅱ-1-3-17 図　EU の荷物輸送に占める各輸送手段の割合（重量基準）

備考：�2014 年時点。
資料：�世界産業連関表から作成。
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以上で見てきたように貿易量（トン）をもとに評価すると輸送の大半が海上輸送により担われている一方、貿
易金額をもとに評価すると空輸の比率も大きく上昇する。貿易金額をもとにすると、日本においては約 4割、米
国においては約 3割、EUにおいては 25％強が航空輸送を活用している（第Ⅱ-1-3-19 図）。
これは、付加価値の高い製品の生産にあたっては、国際的な分業が拡大していくとともに、航空輸送による運
送が増加していることにも起因する。また、海上輸送に比べて輸送日数が短い航空輸送を用いることでジャスト・
イン・タイムの生産体制が一段と高度化されたという側面もある。第Ⅱ部第 2章第 2節においては、第 2のアン
バンドリングに伴いジャスト・イン・タイムの生産体制が促進されたことを整理する。

日本における国内貨物輸送の分担率は、重量をもとに評価すると、トラック（91.5％）、内航海運（7.5％）、鉄
道（0.9％）の順となり、トラックが 9割超を占める（第Ⅱ-1-3-20 図左）。これに対し、航空輸送は 0.02％である。
トラックの比率が高いのは、時間を問わない柔軟なサービスが可能である点、幅広い物流ニーズに対応している
点、そして船舶、鉄道、航空による長距離輸送の末端輸送（ラスト・ワン・マイルともいわれる）の大半をトラッ
クが担うことが背景にある。
一方、重量に輸送距離を乗じたトンキロに基づく分担率は、トラック（50.9％）、内航海運（43.7％）、鉄道（5.2％）、
航空（0.3％）の順となる（第Ⅱ-1-3-20 図右）。トンキロに基づく分担率は、2010 年度前後を境に、トラックが
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備考：�自走とは、自動車、航空機、船舶が自らの運転で輸送されることを指す。
資料：�Eurostat、European Commission “Statistical pocketbook 2019” から作成。
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資料：�ICAO “Air Cargo 2017Facts ＆ Figures” から作成。
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第Ⅱ-1-3-19 図　各国の国際貿易における航空輸送の割合（金額基準、2017 年）



最大の割合を維持しているものの緩やかに低下し、内航海運と鉄道が緩やかに上昇している。背景には、トラッ
クドライバーの不足や流通業務の効率化のためのモーダルシフト 24がある。内航海運は素材、資源の長距離輸送
に強みがあり、トンキロ基準ではこれらの基礎素材の輸送の約 8割を担う。
次に貿易活動における交通手段別の分担率を見ると、日本を発着する国際貨物輸送は、航空輸送と海上輸送に
限られる中で、重量に基づく評価では海上輸送が全体の 99.7％を占め、航空輸送の割合は 0.3％である（第Ⅱ-1-
3-21 図右）。海上輸送は鉱物性燃料、鉄鉱石、食料品など重量の重い財を大量輸送するのに適し、重量の関係か
ら航空輸送されることは少ない。一方、航空機は、少量または軽量で単価の高い荷物を速やかに輸送するのに適
している。このように、財の特徴に応じて輸送手段は使い分けられている。この結果、貿易金額を基準に見ると、
海上輸送は約 6割、航空輸送が約 4割を担う。

24	 モーダルシフトとは、トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換することを指す。
	 国土交通省：https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/modalshift.html
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資料：�国土交通省「交通政策白書」から作成。
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第Ⅱ-1-3-21 図　日本における国際旅客（左図）と海外貿易（右図）と各交通機関分担率

資料：�国土交通省「交通政策白書」から作成。
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第Ⅱ-1-3-20 図　日本における国内貨物輸送量の各交通機関分担率（重量基準：左図、重量・距離基準：右図）



日本においては、主要地域により、貿易金額に占め
る航空輸送と海上輸送の比率には大きな差異が見られ
る。2019 年の東京・大阪・名古屋における主要空港、
港湾における貿易金額を比較すると、東京・横浜港に
おいては 29 兆円、羽田・成田空港においては 25 兆円
となり、海上輸送が約 2割、航空輸送より大きい（第
Ⅱ-1-3-22 図）。一方、大阪・神戸港の貿易金額が関
西空港・関西国際空港の約 2倍、名古屋港の貿易金額
が中部国際空港の 7倍以上に達する規模であり、大き
な差が見られる 25。こうした差異の背景として、大阪
港においては電気機器の輸出が多く、衣料品の輸入が
多い点、名古屋港においては自動車の輸出が多く、化
学製品と原材料の輸入が多い点が挙げられる。
東京・横浜港と羽田・成田空港における品目別の輸
出金額を比較したものが第Ⅱ-1-3-23 表である。航空
輸送による貿易の比率が高い品目は、半導体等電子部
品（82％）、医薬品（72％）、科学光学機器（64％）、
半導体等製造装置（60％）、写真用・映画用材料（56％）である。一方、自動車（0％）、原材料（2％）、紙・同
製品（2％）、ゴム製品（2％）、自動車の部分品（3％）、金属加工機械（9％）においては航空輸送による貿易の
比率が低く、9割以上が海上輸送によるものである。食料品（18％）、化粧品類（25％）においては、付加価値
が高い品目が航空輸送されやすい傾向にある。

25	 この三地域においては、海上輸送が貿易金額の 64％、航空輸送が貿易金額の 36％を占める。
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資料：�東京税関から作成。

第Ⅱ-1-3-22 図　 
日本の主要空港、港湾における貿易金額（2019 年）
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第Ⅱ-1-3-23 表　財別の航空輸送と海上輸送の取扱金額（輸出、東京・横浜港、成田・羽田空港、2019 年）

貿易額
東京・横浜港
100 万円

貿易額
成田・羽田空港
100 万円

貿易比率
東京・横浜港

貿易比率
成田・羽田空港

総額 16,821,604 10,870,863 61％ 39％
食料品 231,256 50,175 82％ 18％
原料品 382,685 7,634 98％ 2％
化学製品 2,424,516 1,311,655 65％ 35％
医薬品 126,047 322,070 28％ 72％
化粧品類 358,595 118,065 75％ 25％
プラスチック 659,157 217,727 75％ 25％
ゴム製品 1,435,660 24,890 98％ 2％
紙類・同製品 189,889 4,808 98％ 2％
非鉄金属 283,505 287,379 50％ 50％
原動機 811,476 240,698 77％ 23％
金属加工機械 267,014 26,912 91％ 9％
半導体等製造装置 576,285 854,798 40％ 60％
重電機器 181,579 107,660 63％ 37％
電気回路等の機器 357,319 418,759 46％ 54％
半導体等電子部品 152,091 706,745 18％ 82％
電気計測機器 356,956 375,294 49％ 51％
自動車 2,562,641 　 100％
自動車の部分品 738,963 25,646 97％ 3％
航空機類 51,496 32,581 61％ 39％
科学光学機器 374,067 656,500 36％ 64％
写真用・映画用材料 153,661 197,620 44％ 56％
資料：�東京税関から作成。



次に、東京・横浜港と羽田・成田空港における品目別の輸入金額を比較すると、第Ⅱ-1-3-24 表に見るように、
航空輸送による貿易の比率が高い品目は電算機類（90％）、通信機（89％）、医薬品（88％）、半導体等電子部品（88％）、
事務用品（80％）である。一方、鉱物性燃料（0％）、木製品等（1％）、肉類・同調製品（1％）、食料品（4％）、
紙類・同製品（5％）、家具（6％）においては航空輸送による貿易の比率が低く、95％以上が海上輸送によるも
のである 26。他方、バッグ類（41％）、衣類・同附属品（24％）は、単価の高い品目が航空輸送される傾向にある。

第Ⅱ-1-3-25 図は、中部国際空港と名古屋港における自動車、IT製品の航空輸送による貿易比率を整理した
ものである。自動車の輸入に占める航空輸送の比率は 0.1％であり、2019 年の 1年間で 149 台に留まる。一方、
自動車の部分品の輸出入に占める航空輸送の比率は輸出において 2％、輸入において 9％となる。また、半導体
等製造装置の輸出に占める航空輸送の比率は 11％である。

26	 自動車の海上輸送による輸入は公表資料に掲載されていない。
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第Ⅱ-1-3-24 表　財別の航空輸送と海上輸送の取扱金額（輸入、東京・横浜港、成田・羽田空港、2019 年）

貿易額
東京・横浜港
100 万円

貿易額
成田・羽田空港
100 万円

貿易比率
東京・横浜港

貿易比率
成田・羽田空港

総額 25,849,710 14,172,362 65％ 35％
食料品 3,687,042 164,267 96％ 4％
鉱物性燃料 6,972,660 2,744 100％ 0％
化学製品 1,903,257 2,284,400 45％ 55％
有機化合物 491,784 334,171 60％ 40％
医薬品 226,758 1,623,207 12％ 88％
化粧品類 262,119 76,789 77％ 23％
プラスチック 398,290 52,590 88％ 12％
木製品等（除家具） 187,440 2,079 99％ 1％
紙類・同製品 116,002 5,954 95％ 5％
非金属鉱物製品 414,872 137,995 75％ 25％
金属製品 259,109 74,123 78％ 22％
原動機 754,561 539,328 58％ 42％
事務用機器 343,431 1,369,283 20％ 80％
電算機類（含周辺機器） 137,077 1,202,634 10％ 90％
重電機器 459,051 94,733 83％ 17％
音響・映像機器（含部品） 344,335 303,668 53％ 47％
通信機 226,117 1,803,233 11％ 89％
半導体等電子部品 183,925 1,318,100 12％ 88％
自動車の部分品 326,464 48,454 87％ 13％
家具 388,390 23,181 94％ 6％
バッグ類 381,291 263,132 59％ 41％
衣類・同附属品 220,214 69,257 76％ 24％
科学光学機器 291,233 277,561 51％ 49％
資料：�各税関から作成。



航空輸送と海上輸送の重量単価を比較すると、第Ⅱ-1-3-26 表に見るように、医薬品は輸出入のいずれにおい
ても航空輸送の重量単価が海上輸送の重量単価を 20 倍から 30 倍も上回っており、顕著な単価の違いが存在する。
原動機においても同様の傾向が見られる。自動車の輸入においては、航空輸送が 1台当たり 1,254 万円、海上輸
送が 1台当たり 156 万円であり、ここでも 8倍の差が存在する。高単価品が航空輸送されるという傾向は、ゴム
製品、精油・香料及び化粧品類においても見られる。
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備考：�自動車の空輸輸出、半導体製造装置の空輸輸入は公表数値からは算
出ができない。

資料：�名古屋税関から作成。
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第Ⅱ-1-3-25 図　 
自動車、IT 製品の空輸比率（金額基準、中部国際空港、
名古屋港、2019 年）

第Ⅱ-1-3-26 表　航空輸送品と海上輸送品の重量単価（中部国際空港、名古屋港、2019 年）

　
　

　
単位

空運輸送品の単価
円 /単位

海運輸送品の単価
円 /単位

空運輸送単価÷
海運輸送単価

輸出単価

医薬品 KG 102,847 4,687 21.9

原動機 KG 28,617 1,642 17.4

プラスチック MT 6,367,635 378,473 16.8

ゴム製品 MT 6,490,983 641,498 10.1

精油・香料及び化粧品類 MT 5,661,746 784,066 7.2

ベアリング及び同部分品 MT 9,444,284 1,579,318 6.0

プラスチック製品 KG 7,808 2,158 3.6

絶縁電線及び絶縁ケーブル KG 7,316 2,310 3.2

半導体等製造装置 KG 29,332 14,428 2.0

家具 MT 1,962,252 1,103,110 1.8

自動車の部分品 KG 2,551 1,591 1.6

コンデンサー 千個 2,441 7,998 0.3

輸入単価

原動機 MT 86,056,249 1,274,298 67.5

医薬品 KG 126,154 3,879 32.5

鉄鋼 MT 2,538,261 180,319 14.1

家具 KG 6,822 612 11.1

自動車 個 12,541,779 1,563,323 8.0

自動車の部分品 KG 4,242 970 4.4

電気回路等の機器 KG 13,678 3,681 3.7

絶縁電線及び絶縁ケーブル KG 7,397 2,228 3.3

航空機類 MT 79,896,202 33,120,095 2.4

資料：�名古屋税関から作成。



（3）代替輸送経路
陸上輸送、海上輸送、航空輸送のいずれの輸送手段も欠かせないものである。国内物流においては、「ラスト・
ワン・マイル」を担うトラック輸送の比率が非常に高い。貿易においては、重量を基準にした場合は海上輸送の
比率が 99％超と非常に高い一方、付加価値の高い財を空輸することから、貿易金額を基準にした場合は海上輸
送の比率が低下し、航空輸送の比率が主要先進国において 2割から 4割前後と高いものである。
これまで見てきたように、各輸送手段が扱う財にはそれぞれ異なる特性があるため、輸送手段の代替可能性は
財の特性や状況に応じて異なる。例えば、災害や感染症が発生するような緊急時において、海上輸送を航空輸送
で代替することは、少量または軽量で付加価値の高い財、緊急性の高い物資においては可能であるものの、鉱物
性燃料や自動車など重量の重い財や大量の輸送は困難であり、全てを代替することは難しい。また、感染症に伴
い航空機の運航が制限される場合や減少する場合においては、航空輸送自体が限られる状況となる。
一方、航空輸送を海上輸送で代替することは、物理的には可能であるものの、アジア・米国間で 1ヶ月前後か
ら 1ヶ月超、アジア・欧州間で 2ヶ月前後を要するため、長距離間の輸送の場合には緊急の代替輸送手段には適
しにくい。日本においては、第Ⅱ-1-3-27 表に見るように、災害のたびに様々な代替輸送を実施してきたものの、
新型コロナウイルスの感染拡大に伴う世界大の物流網の混乱とその中での代替輸送は、過去の事例とは異なるも
のであった。このように、サプライチェーンのレジリエンシーを高めるためには、物流面の精緻な把握も重要な
観点となる。

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う物流の混乱に直面する中で、日本においても海上輸送と航空輸送の間で
代替の兆しも見られる。日本の輸入は 2月に前年比で 14％減少し、中でも中国からの輸入が前年比 47％の減少
と半減した。こうした中で、東京港と成田空港の輸出入を比較すると、第Ⅱ-1-3-28 図右に見るように、東京港
の輸入は 2月に前年比で 24％の減少と急減し、3月も前年比で 3％の減少と減少が継続した。とりわけ、東京港
における中国からの輸入は 2月が前年比で 54％の減少、3月が前年比で 15％の減少と大幅な減少が見られた。
一方、成田空港の輸入は 2月に前年比で 2％の増加、3月も前年比で 4％の増加と東京港に比べると安定して推
移している。一方で、成田空港における中国からの輸入は、2月には前年比で 29％の減少となったが、3月は前
年比で 34％の増加となり、急回復を示した。
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第Ⅱ-1-3-27 表　災害時の代替輸送

時期 災害 災害に対応した物流の代替 内容

2011 年 3 月
東日本大震災 トラック→鉄道貨物、海上

輸送→海上輸送
ヘリコプターにより物資を輸送。被災した仙台港や石巻港などを日本海
側の酒田港が代替。東北線の運休期間中にコンテナ輸送を行いトラック
の代行輸送を実施

2014 年 10 月 台風第 19 号 鉄道貨物→トラック、鉄道
貨物

JR 貨物が運休となったことからトラック代行輸送に加え、日本海縦貫線、
中央線等を活用した代替輸送を実施

2016 年 4 月 平成 28 年熊本地震 トラック→鉄道貨物、海上
輸送→海上輸送

JR 貨物が救援物資輸送の臨時貨物列車を編成。八代港を拠点に、九州の
南北を結ぶ海上代替航路でコンテナ船を臨時運行

2018 年 7-9 月 平成 30 年 7月豪雨 鉄道貨物→トラック輸送、
新幹線輸送

JR 山陽本線が一部不通の状況となったことを受け、海運事業者が JR 貨
物コンテナの代行輸送を実施。新幹線による輸送も実施

2018 年 9 月 平成 30 年北海道胆
振東部地震

航空輸送・鉄道貨物→海上
輸送

フェリー・RORO船を利用した海上輸送を活用

2018 年 9-10 月 台風第 21 号に伴う
関西国際空港閉鎖

航空輸送→航空輸送 関西国際空港閉鎖を受けて電子部品メーカーなどが成田空港、羽田空港、
中部国際空港、福岡空港などからの振替空輸を実施

2019 年 10 月 令和元年東日本台風
（台風第 19 号）

鉄道貨物→トラック輸送 台風第 19 号に伴う JR 貨物の運休を受けて、東北線ではトラックによる
代行輸送を実施

2020 年 2-3 月 新型コロナウイルス
感染症

海上輸送→航空輸送 自動車部品、マスク、便座などが海上輸送から空輸に切り替えられる

資料：�国土交通省物流審議官部門 物流政策課 企画室「輸送障害時の代替輸送に係る課題への対応の整理①」（平成 27 年 5月 28 日）、国土交通省海事局港湾
局「平成 28 年熊本地震を受けた八代港・博多港間の「海上代替航路」の臨時開設について」（平成 28 年 4月 22 日）、国土交通省海事局内航課、港湾
局計画課「本州と四国・九州を結ぶフェリー・RORO船 運航中」（平成 30 年 7 月 10 日）、国土交通省海事局内航課、港湾局計画課、北海道局港政課「鉄
道・航空輸送の代替輸送手段として北海道と本州を結ぶフェリー・RORO船が活用できます」（平成 30 年 9月 7日）、国土交通省航空局近畿圏・中部
圏空港政策室「大阪国際空港及び神戸空港における国際線・国内線の代替受入について」（平成 30 年 9月 13 日）、2018 年 9 月 5日付日本経済新聞「関
空依存、リスク鮮明　輸出は関西圏の 3分の 1」を参考に作成。



次に輸出入における航空輸送の比率が上昇した品目を第Ⅱ-1-3-29 図に示している。さけ・ます、原料品、事
務用機器、電算機類の部分品、通信機、がん具類においては、2月と 3月に輸入に占める航空輸送の比率が 2ヶ
月連続で上昇した（第Ⅱ-1-3-29 図右）。金属製品、自動車の部分品の輸入に占める航空輸送の比率は 2月に上
昇したものの、3月には低下した。輸出においては、無機化合物、半導体等製造装置、電気計測機器において輸
入に占める航空輸送の比率が 2ヶ月連続で高まった（第Ⅱ-1-3-29 図左）。
他方、輸出入における航空輸送の比率が低下した品目を第Ⅱ-1-3-30 図に示した。輸出においては化粧品類、
原動機、半導体等製造装置、電池、コンデンサー、事務用品において、輸入においてはアルコール飲料や ICに
おいて航空輸送による比率が低下することとなり、海上輸送の比率が上昇した。
これらの変動は、輸出入業者が輸送手段を変更したという側面もあれば、いずれか一方の輸送経路が遮断され
たために結果的に比率が動いたという側面もある。これらは緊急時におけて、サプライチェーンの中で物流の代
替が見られた例であった。
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第Ⅱ-1-3-28 図　東京港と成田・羽田空港の輸出入金額
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第Ⅱ-1-3-29 図　輸出入における航空輸送の比率が上昇した品目（2020 年 1～3 月、東京港、成田・羽田空港）



以上で見たように、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う国境内外における物流の停滞は、国内取引と貿易活
動の双方を収縮させる要因となり、貿易活動を縮小させた。特に、新型コロナウイルスの感染拡大が生じる前に、
人の移動が活発であり、サプライチェーンの中で特定の財の生産拠点が集中した状態であるほど、物流が遮断さ
れることによる影響が大きなものとなった。
こうした中で、一部の企業においては、サプライチェーンを維持するために代替手段や代替経路により輸送す
るケースも見られた。レジリエントなサプライチェーンの構築を今後進めていく上でも、生産拠点の集中度の高
まりに対処することに加えて、安定的な物流ネットワークを維持すること、緊急時には代替輸送経路を確保する
ことは重要となる。日本の物流企業においても、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う社会環境の変化を踏まえ
て、国内外の物流施設に関する統廃合、増設などの拠点の再配置、製造業の生産拠点の地域的分散と地産地消へ
の対応、物流施設内の機械化・自動化の加速を検討し始めるという動きが見られている。
柔軟で多様な物流を国内外において確保することは、レジリエントなサプライチェーンの構築に貢献するもの
である。
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第Ⅱ-1-3-30 図　輸出入における航空輸送の比率が低下した品目（2020 年 1～3 月、東京港、成田・羽田空港）


